
 

○練馬区密集住宅市街地整備促進事業助成金等交付要綱 

平成19年３月27日 

18練都東第808号 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、練馬区密集住宅市街地整備促進事業制度要綱（平成３年８

月１日練都地第47号。以下「事業要綱」という。）第13条の規定に基づき、事

業要綱第７条から第９条までに規定する助成金等の交付等について必要な事項

を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、事業要綱において使用する用

語の例による。 

（助成金等の種類） 

第２条の２ 助成金等の種類はつぎのとおりとする。 

(1) コンサルタントの派遣 

(2) 建替え促進助成金 

(3) 建替え建設資金の利子補給助成金 

(4) 協定住宅のあっせんおよび家賃助成金 

第２章 コンサルタントの派遣 

（コンサルタントの派遣） 

第３条 区長は、事業要綱第７条第２項に基づき建替えを促進すべき建築物の建

替えについて、コンサルタントの派遣を行うことができる。 

２ コンサルタントの派遣を受けようとする者（以下「派遣申請者」という。）

は、あらかじめ、別記様式１に関係書類を添えて区長に申請しなければならな

い。 

３ 派遣申請者は、前項に規定する申請を取り下げようとするときは、別記様式

２により区長に取下げの申請をしなければならない。 

（コンサルタントの派遣決定） 

第４条 区長は、前条第２項の申請があったときは、申請に係る書類等の審査お



 

よび調査等を行い、コンサルタントの派遣を決定したときは別記様式３によ

り、コンサルタントの派遣をしないと決定したときは別記様式４により、派遣

申請者に通知するものとする。 

第３章 建替え促進助成金 

（建替えを促進すべき建築物を建替える者に対する助成） 

第５条 区長は、事業要綱第８条第１項に規定する建替えを促進すべき建築物を

建替える者に対し、予算の範囲内において、つぎに掲げる助成を行うことがで

きる。 

(1) 建築設計費の一部助成 

(2) 建替えに伴う建物等の除却費の一部助成 

(3) 建替えに伴う補償費の一部助成 

(4) 共同施設整備費の一部助成 

２ 事業要綱第８条第２項に規定する助成を受けられる建築物の要件は、別表１

に定めるとおりとする。 

３ 事業要綱第８条第２項に規定する助成を受けられる者（以下「助成対象者」

という。）は、つぎの各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 個人（個人住民税および軽自動車税（以下「住民税等」という。）を滞

納していない者に限る。） 

(2) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第

49号）第２条第３号に規定する公益法人（法人住民税を滞納していない者に

限る。） 

(3) その他区長が必要と認めた者 

４ 前項の規定にかかわらず、宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第２

条第３号に規定する宅地建物取引業者または自ら営む事業の従業員用住宅を建

設する者は助成の対象としない。 

５ 助成金の内容および交付額については、別表２に定めるとおりとする。 

（滞納の確認方法） 

第５条の２ 前条第３項第１号に規定する住民税等を滞納していないことの確認

は、区長が助成対象者の同意に基づいて住民税等の納付状況を調査する方法に



 

より行うものとする。ただし、区長が特別な理由があると認める場合は、申請

の前年度に係る住民税等の納税証明書または非課税証明書（以下「各種証明

書」という。）の提出を求めることにより確認を行うものとする。 

２ 前条第３項第２号に規定する法人住民税を滞納していないことの確認は、申

請の前年度に係る法人住民税の各種証明書の提出を求めることにより行うもの

とする。ただし、申請時において、前年度に係る各種証明書の発行を受けるこ

とができない場合は、申請の前々年度に係るものにより確認するものとする。 

（助成金の交付申請および取下げ） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「助成申請者」という。）は、

あらかじめ、別記様式５に関係書類を添えて区長に申請しなければならない。 

２ 助成申請者は、前項に規定する申請を取り下げようとするときは、別記様式

６により区長に取下げの申請をしなければならない。 

（建替え促進助成金の交付決定） 

第７条 区長は、前条の申請があったときは、申請に係る書類等の審査および調

査等を行い、助成金の交付を決定したときは別記様式７により、助成金を交付

しないと決定したときは別記様式８により、助成申請者に通知するものとす

る。 

（変更の承認等） 

第８条 前条の規定により助成金の交付決定を受けた者（以下「助成事業者」と

いう。）が、つぎの各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ別記様式９

により区長に申請し、その承認を受けなければならない。ただし、第１号に掲

げる事項のうち、軽微な変更については、この限りでない。 

(1) 事業の内容を変更しようとするとき。 

(2) 事業を中止しようとするとき。 

(3) 事業を廃止しようとするとき。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、別記様式10により助成事業者に承認の

通知をするものとする。 

（完了実績報告） 

第９条 助成事業者は、事業が完了したときは、別記様式11により完了実績を区



 

長に報告しなければならない。 

（助成金の額の確定） 

第10条 区長は、前条の規定による完了実績報告を受け、その内容についての審

査・調査等を行い、その事業の成果が助成金の交付決定の内容およびこれに付

した条件に適合していると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、別

記様式12により助成事業者に通知するものとする。 

（是正のための措置） 

第11条 区長は、前条の規定による審査・調査等の結果、事業の成果が助成金の

交付決定の内容またはこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該事

業について、これに適合させるための措置をとるべきことを別記様式13により

助成事業者に命ずることができる。 

２ 助成事業者は、前項の規定による是正措置を完了したときは、別記様式14に

より是正措置完了を区長に報告しなければならない。 

（助成金の交付請求および支払） 

第12条 助成事業者は、第10条の規定による額の確定の通知を受けたときは、別

記様式15により区長に助成金の請求をすることができる。 

２ 区長は、前項の請求があったときは、助成金を支払うものとする。 

（交付決定の取消し） 

第13条 区長は、助成事業者がつぎの各号のいずれかに該当した場合は、助成金

の交付決定の一部または全部を取り消すことができる。ただし、第２号に掲げ

る事項のうち、第11条の規定による是正措置を行った場合においては、この限

りではない。 

(1) 虚偽その他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

(2) 助成金の交付決定の内容またはこれに付した条件に適合しないとき。 

(3) その他法令、事業要綱または本要綱の規定に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により助成金の交付を取り消したときは、別記様式16に

より助成事業者に取消しの通知をするものとする。 

第４章 建替え建設資金の利子補給助成金 

（助成対象者） 



 

第14条 区長は、本要綱施行前に、練馬区密集住宅市街地整備促進事業助成金等

交付要領（平成３年10月11日練都地発第38号）に基づき利子補給助成金の対象

融資額の確定通知を受けた同要領第16条に定める利子補給事業者（以下「利子

補給事業者」という。）に対しての交付を行うものとする。 

（利子補給助成金の交付申請） 

第14条の２ 利子補給事業者は、毎年度４月に別記様式17により区長に利子補給

助成金の交付申請をしなければならない。 

（利子補給助成金の交付決定および額の確定通知） 

第15条 区長は、前条の申請があったときは、別記様式18により利子補給事業者

に利子補給助成金の交付決定および額の確定通知をするものとする。 

２ 前項の規定により通知する額は、利子補給助成金の対象融資額を20年間の元

利均等払で返済するものとして計算した利子の額のうち、区の助成対象となる

のは各年度の利子の額とする。ただし、１円未満の端数が生じたときは、その

端数金額を切り捨てる。 

３ 利子補給事業者が、融資額を20年未満で返済する場合は、前項の規定にかか

わらず、現に契約している返済期間において返済するものとして、前項の規定

に準じて計算した額を各年度の利子の額とする。 

（利子補給助成金の交付請求および支払） 

第16条 前条の通知を受けた利子補給事業者は、毎年度半期（上半期は、４月か

ら９月まで、下半期は、10月から翌年３月までとする。）ごとに、別記様式19

により区長に利子補給助成金の請求をしなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、利子補給助成金を支払うも

のとする。 

（交付決定の取消し） 

第17条 区長は、利子補給事業者がつぎの各号のいずれかに該当した場合は、第

13条第１項および第２項の規定を準用する。 

(1) 虚偽その他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

(2) 利子補給助成金の交付決定の内容またはこれに付した条件に適合しない

とき。 



 

(3) その他法令、事業要綱または本要綱の規定に違反したとき。 

（利子補給助成金の打切り） 

第18条 区長は、利子補給事業者がつぎの各号いずれかに該当した場合は、利子

補給助成金を打ち切るものとする。 

(1) 利子補給助成金の対象となった建築物を譲渡したとき。 

(2) 利子補給助成金の対象となった建築物が滅失したとき。 

(3) その他、住宅金融支援機構が利子補給助成金の対象融資を打ち切ったと

き。 

２ 区長は、前項の規定により利子補給助成金の交付を打ち切ったときは、別記

様式20により利子補給事業者に打切りの通知をするものとする。 

（利子補給助成金の承継） 

第19条 利子補給助成金を承継するものは、事由が発生した日から30日以内に別

記様式21により届出をしなければならない。 

２ 区長は、前項の届出があったときは、その可否を決定し、別記様式22により

通知するものとする。 

第５章 協定住宅のあっせんおよび家賃助成金 

（助成対象者） 

第20条 事業要綱第９条に規定する協定住宅のあっせんおよび家賃の一部助成

は、従前居住者のうちつぎの各号に該当する者に対して行うものとする。 

(1) 密集事業により、建替えを行おうとする老朽建築物等に引き続き１年以

上居住していること。 

(2) 前年の収入が公営住宅法施行令（昭和26年政令第240号）に定める公営住

宅入居資格収入基準の範囲内であること。 

(3) つぎのアからエの要件のうちいずれかの一つに該当する世帯に属してい

ること。 

ア 65歳以上の高齢者を含む世帯 

イ つぎの（ア）から（カ）までのいずれかに該当する者を含む世帯 

(ア) 障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条第１号に規定する障害

者で、その障害の程度が、a、bまたはcに掲げる障害の種類に応じ、そ



 

れぞれa、bまたはcに定める障害の程度であるもの 

a 身体障害 身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）

別表第５号の１級から４級までのいずれかに該当する程度 

b 精神障害（知的障害を除く。） 精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律施行令（昭和25年政令第155号）第６条第３項に規定する１

級または２級に該当する程度 

c 知的障害 bに規定する精神障害の程度に相当する程度 

(イ) 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第２条第１項に規定

する戦傷病者でその障害の程度が恩給法（大正12年法律第48号）別表第

１号表ノ２の特別項症から第６項症までまたは同法別表第１号表ノ３の

第１款症であるもの 

(ウ) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117

号）第11条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている者 

(エ) 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過し

ていないもの 

(オ) ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律

（平成13年法律第63号）第２条に規定するハンセン病療養所入所者等 

(カ) 小学校就学の始期に達するまでの者 

ウ 未成年者のいるひとり親世帯 

エ 整備地区内の住環境向上に資する事業の推進のため、特に区長が必要と

認めた世帯 

(4) 事業要綱第９条第２項に定める協定住宅（以下「協定住宅」という。）

に入居すること。 

（助成金の額等） 

第20条の２ 家賃助成額は、協定住宅の１か月の家賃額から従前に支払っていた

１か月の家賃相当額を減じて得た額とする。ただし、月額50,000円を限度とす

る。 

２ 家賃助成期間は５年間を限度とする。 

（協定住宅のあっせん・家賃助成の申請および取下げ） 



 

第21条 協定住宅のあっせんおよび家賃助成を受けようとする者（以下「家賃助

成申請者」という。）は、あらかじめ、別記様式23に関係書類を添えて区長に

申請しなければならない。 

２ 家賃助成申請者は、前項に規定する申請を取り下げようとするときは、第６

条第２項の規定を準用する。 

（家賃助成の決定） 

第22条 区長は、前条第１項の申請があったときは、申請に係る書類等の審査お

よび調査等を行い、協定住宅のあっせんおよび家賃助成の交付を決定したとき

は別記様式24により、家賃助成の交付をしないと決定したときは別記様式25に

より申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による家賃助成の交付の決定は、練馬区密集住宅市街地整備促進

事業の実施に伴う契約締結後とする。 

（契約の締結および報告） 

第23条 前条の規定により協定住宅のあっせんおよび家賃助成の決定を受けた者

（以下「助成居住者」という。）は、協定住宅経営者と賃貸契約を締結し、別

記様式26により区長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、協定住宅経営者と助成居住者の賃貸契約の更新をする場合に

おいても準用する。 

（家賃助成金の交付申請） 

第24条 第22条に規定する通知を受けた助成居住者は、毎年度４月に別記様式27

により区長に家賃助成金の交付申請をしなければならない。ただし、家賃助成

金の交付申請の初年度においては、申請期日はこの限りとしない。 

（家賃助成金の交付決定および額の確定通知） 

第25条 区長は、前条の申請があったときは、別記様式28により助成居住者およ

び協定住宅経営者に家賃助成金の交付決定および額の確定通知をするものとす

る。 

２ 区長は、第23条第２項の規定に基づく報告により家賃助成金の額を変更する

必要が生じた場合は、当該報告書を前条の規定に基づく交付申請とみなし、前

項の規定に基づく通知を行うものとする。 



 

（家賃助成金の交付請求） 

第26条 助成居住者は、前条の規定による家賃助成金の交付決定および額の確定

の通知を受けたときは、別記様式29により区長に助成金の請求をすることがで

きる。 

（家賃助成金の支払） 

第27条 区長は、家賃助成金の円滑な支払のため、前条の規定による請求があっ

たときは、協定住宅経営者と締結した協定内容の規定により家賃助成金の支払

をするものとする。 

２ 前項に規定する家賃助成金の支払は、毎年度四半期（第１四半期は４月から

６月で、第２四半期は７月から９月まで、第３四半期は10月から12月まで、第

４四半期は翌年１月から３月までとする。）ごとに、助成居住者の承諾を得

て、協定住宅経営者に対して行うものとする。 

（家賃助成決定の取消し） 

第28条 区長は、第21条および第24条の規定に基づく申請または第23条の規定に

基づく報告に虚偽その他不正な手段があった場合は、家賃助成決定の取消し

を、別記様式30により助成居住者および協定住宅経営者に通知するものとす

る。 

（家賃助成金の打切り） 

第29条 区長は、助成居住者がつぎの各号のいずれかに該当した場合は、家賃助

成金を打ち切ることができる。 

(1) 第20条に規定する資格基準を満たさなくなったとき。 

(2) 協定住宅から退居したとき。 

(3) その他協定住宅の賃貸借契約を解除したとき。 

２ 区長は、前項の規定により家賃助成金の交付を打ち切る場合は、前条の規定

を準用する。 

第６章 補則 

（財産処分の制限） 

第30条 助成事業者および利子補給事業者は、事業により取得し、または効用の

増加した土地、建築物および共同施設を助成金および利子補給助成金の交付目



 

的に反して使用、譲渡、交換、貸付け、または担保に供しようとするときは、

あらかじめ、別記様式31により区長に承認を求めなければならない。ただし、

助成金および最初の利子補給助成金の支払があった日から５年を経過した場合

は、この限りではない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、その内容を審査・調査し、やむを得な

いと判断した場合には、別記様式32により申請者に承認の通知をするものとす

る。 

（助成金の返還） 

第31条 区長は、本要綱に基づいて各種助成金の交付の決定を取り消した場合に

おいて、助成事業の取り消し部分に関し、すでに当該助成金が交付されている

ときは、取り消し通知書のほか別記様式33により、当該者に期限を定めてその

返還を命ずるものとする。 

２ 区長は、前項の返還通知を受けた者が期限までに納付しなかったときは、納

付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年10.95パーセントの割合で計

算した額（100円未満を除く。）を加算し、徴収する。ただし、区長が特に徴

収の必要がないと認めたときは、この限りでない。 

（書類の保管） 

第32条 区長は、本要綱に定める助成事業に係る書類・帳簿等を、助成金の支払

後５年間保管しなければならない。 

（委任） 

第33条 本要綱に定めるもののほか、練馬区密集住宅市街地整備促進事業助成金

の交付に関し必要な事項は、都市整備部長が別に定めることができる。 

付 則 

１ この要綱は平成19年４月１日から施行する。 

２ この要綱の適用の前に、練馬区密集住宅市街地整備促進事業助成金等交付要

領の規定により練馬区密集住宅市街地整備促進事業助成金交付に関して行った

手続その他の行為は、この要綱の相当規定により練馬区密集住宅市街地整備促

進事業助成金交付に関して行った手続その他の行為とみなす。 

付 則（平成21年３月31日20練都東第669号） 



 

この要綱は、平成21年３月31日から施行する。 

付 則（平成22年３月31日21練都推第10481号） 

この要綱は、平成22年３月31日から施行する。 

付 則（平成27年３月31日26練都推第10371号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第20条の２第２項の規定は、この要綱の施行の日以後に申請のあっ

た助成金の交付について適用し、同日前に申請のあった助成金の交付について

は、なお従前の例による。 

付 則（令和５年３月10日４練都東第40509号） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

別表１（第５条関係） 

⑴ 

個

別

建

替

え 

ア 旧住宅金融公庫法（昭和25年法律第156号）第２条第４号に規定する

耐火構造の住宅または同条第５号に規定する準耐火構造の住宅であるこ

と（ただし、建築基準法（昭和25年法律第201号）第53条第３項第１号

イに規定する耐火建築物等または同号ロに規定する準耐火建築物等の場

合はこの限りでない。）。ニただし書の規定の適用を受ける建築基準法

第43条の規定に適合しない無接道敷地を含む隣地取得型戸建住宅（隣地

を取得して建て替える戸建住宅をいう。以下同じ。）の建替え（同条の

規定に適合する敷地（以下「接道敷地」という。）を所有する者が隣接

する同条の規定に適合しない敷地（以下「無接道敷地」という。）を取

得して、または無接道敷地を所有する者が隣接する接道敷地もしくは無

接道敷地を取得して行う戸建住宅の建替えをいう。以下同じ。）にあっ

ては耐火建築物等または準耐火建築物等であること。 

イ 重ね建住宅、連続住宅、共同住宅または隣地取得型戸建住宅であるこ

と。 

ウ 各戸（隣地取得型戸建住宅の場合は当該住戸）が原則として40m２以上

120m２以下の床面積（共用部分の床面積を除く。）を有し、かつ２以上



 

の居室を有するものであること。ただし、単身者用の小規模住宅にあっ

ては、原則として25m２以上の床面積を有し、かつ１以上の居室を有する

ものであること。 

エ 地上階数３階以上であること。ただし、第一種低層住居専用地域もし

くは第二種低層住居専用地域内で建設する場合または日照等周囲の住環

境を良好に保つ上で地上階数３階以上の建物の建設が不適当である場合

は、地上階数２階以上であること（いずれの場合においても、無接道敷

地を含む隣地取得型戸建住宅の建替えを除く。）。 

オ 各戸が、台所、水洗便所、収納設備、洗面設備および浴室を備えたも

のであること。 

カ つぎの（ア）、（イ）の要件のうち、いずれか一つを満たすこと（いずれの場

合においても、無接道敷地を含む隣地取得型戸建住宅の建替えの場合を

除く。）。 

（ア） 道路境界線から建築物を50cm以上後退すること。この場合におい

て、整備計画またはガイドラインにより、前面道路の計画幅員が指定

されているときは、原則として、その計画幅員の位置を前面道路の道

路境界とみなして道路境界からの後退距離を測定すること。 

（イ） 建物の敷地面積の５％以上の一定のまとまりのある空地（緑地を含

む。）を、前面道路に接して確保すること。この場合において、整備

計画またはガイドラインにより、前面道路の計画幅員が指定されてい

るときは、原則として、当該道路部分の面積を従前の敷地面積から控

除すること。 

キ カの空地または後退部分について、区長が敷地面積の１％を限度とし

て公共用地として必要とする場合は、買収に応じること。 

ク 道路境界線までは、敷地を道路または道路状に整備し、あわせて、公

道化の促進および狭あい道路拡幅整備に協力すること。 

ケ 建築物の形状、外壁等の色彩は、周辺環境に配慮したものとするこ

と。 

コ 住戸の居室の天井の高さは、2.3メートル以上とすること。天井の高



 

さは、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第21条第２項の規定

により算出すること。 

サ 建築物の外壁またはこれに代わる柱の面（屋外階段、出窓、バルコニ

ー、ベランダその他これらに類するものを含む。）から隣地境界線まで

の距離は、50センチメートル以上とすること。ただし、敷地形態により

部分的に50センチメートル以上確保できないものならびに別棟として設

置された駐車場、自転車駐車場、廃棄物保管場所等および物置について

はこの限りでない。 

シ 屋外階段、玄関ドア等により発生する衝撃音に対し、適切な防音対策

を講じること。 

ス 建築物敷地内に空地を確保し、植栽による緑化を図るよう努めるこ

と。 

セ 隣接する居住者のプライバシーについて配慮するよう努めること。 

ソ 自転車駐車場は、当該建築物の総戸数と同じ台数以上を設置するこ

と。また、当該自転車駐車場の台数に10分の１を乗じて得た台数以上

を、原動機付自転車駐車場とすること。 

タ 廃棄物の保管場所および保管設備の設置に当たっては、清掃事務所に

協議すること。 

チ 建替えが整備計画またはガイドラインに定める土地利用方針、地区整

備方針、老朽住宅等建替え方針、従前居住者に関する方針等に適合して

いること。 

ツ 区長が必要とする場合は、事業要綱第９条第２項に規定する協定を結

ぶこと。 

テ 自己用住宅以外に賃貸住宅を２戸以上付するものであること。ただ

し、無接道敷地を含む隣地取得型戸建住宅の建替えの場合を除く。 

ト 賃貸住宅部分の延べ面積は、建物の延べ面積の概ね１／２以上である

こと。 

ナ 賃貸住宅部分に占める世帯向け住宅の延べ面積の割合が、賃貸住宅部

分の概ね１／２以上であること。ただし、無接道敷地を含む隣地取得型



 

戸建住宅の建替えの場合を除く。 

ニ 敷地面積が100m２以上であること。ただし、無接道敷地を含む隣地取

得型戸建住宅の建替えにあっては75m２以上であること。 

ヌ 以下どちらかに該当する建替えであること。ただし、無接道敷地を含

む隣地取得型戸建住宅の建替えの場合を除く。 

① 整備計画またはガイドラインで整備する路線に位置づけられた道路

に接する住宅の建替え 

② 練馬区密集住宅市街地整備促進事業による公園等の整備に寄与する

ことによる建替え 

⑵ 

協

調

建

替

え 

ア 複数の土地所有者等（土地の所有権または建築物の所有を目的とする

地上権、賃借権もしくは使用賃借による権利を有するものをいう。以下

同じ。）が一体性に配慮した設計に基づいて、各個の敷地において

「(１)個別建替え」のア（無接道敷地を含む隣地取得型戸建住宅の建替

えの場合を除く。）およびウからタまでに掲げる要件に適合する建築物

に建替えること。 

イ 重ね建住宅、連続住宅または共同住宅であること。 

ウ 複数の土地所有者等による建替えの時期が異なる場合には、整備計画

期間内で、かつ３年以内とすること。 

エ 複数の敷地面積の合計が200m２以上であり、かつその各々が原則とし

て60m２以上であること。 

⑶ 

共

同

建

替

え 

ア 複数の土地所有者等が共同して「(１)個別建替え」のア（無接道敷地

を含む隣地取得型戸建住宅の建替えの場合を除く。）およびウからタま

でに掲げる要件に適合する建築物に建替えること。 

イ 重ね建住宅、連続住宅または共同住宅であること。 

ウ 敷地面積が100m２または都市計画等において定められた敷地面積の最

低限度の数値のうち、いずれか大きい数値以上であること。 

⑷ 

認

ア 密集市街地整備法第５条第１項の規定に基づく建替計画の認定を受け

た建替えまたは密集市街地整備法第５条第１項第１号から第４号までに



 

定

建

替

え 

適合するものとして区長が認定する建替えであること。 

イ 現に存する２以上の建築物（その所有者および建替え事業区域内の土

地の所有者の数が２以上であるものに限る。）の建替えであること。 

（注１）新築する建築物は、原則として省エネ基準（建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）第２条第１項第３号に規

定する建築物エネルギー消費性能基準をいう。）に適合するものに限

る。 

（注２）⑴エただし書きを適用する場合は、別途理由書を添付すること。 

（注３）共同建替え以外の建替えに関する助成については、木造住宅率（木造住

宅戸数／全住宅戸数）が概ね６割以上の事業地区を対象とする。 
別表２（第５条関係） 

助成金の内容および交付額等 

種類 経費区分 助成金の内容 助成金の範囲および助

成対象事業費限度額 

助成額 

１ 建

替え

を促

進す

べき

建築

物を

建替

える

者に

対す

る助

成金 

建築設計

費 

事業要綱第８

条の規定に基づ

く事業の施行に

伴って必要な建

築設計（工事監

理を含む。）に

要する費用の一

部を助成する。 

国制度要綱または都

制度要綱の規定による

ものとする。 

左に掲げる額の２／

３以内で区長が相当と

認める額を助成する。 

建替えに

伴う建物

等の除却

費 

事業要綱第８

条の規定に基づ

く事業の施行に

伴って必要な住

宅の除却（整地

費を含む。）に

要する費用の一

国制度要綱または都

制度要綱の規定による

ものとする。 

左に掲げる額の２／

３以内で区長が相当と

認める額を助成する。 



 

部を助成する。 

建替えに

伴う補償

費 

事業要綱第８

条の規定に基づ

く事業の施行に

伴って通常生じ

る損失の補償に

要する費用の一

部を助成する。 

国制度要綱または

「東京都の事業の実施

に伴う損失補償基準」

および「同実施細目」

の規定によるものとす

る。 

左に掲げる額の２／

３以内で区長が相当と

認める額を助成する。 

共同施設

整備費 

事業要綱第８

条の規定に基づ

く事業の施行に

伴う、共同施設

の整備に要する

費用の一部を助

成する。 

１ 国制度要綱または

都制度要綱の規定に

よるものとする。 

２ 区長が特に必要と

認める施設整備費に

ついては整備工事に

要した額を限度とす

る。 

左に掲げる額の２／

３以内で区長が相当と

認める額を助成する。 



 

 


